
 

 

 

２ 民事上の個別労働紛争の相談状況 

（１）いじめ・嫌がらせ、労働条件の引下げ等のいわゆる「民事上の個別労働紛争」の相談

件数は1,652件（1,498件）であり、前年度比で10.3％増加した。 

（２）民事上の個別労働紛争の相談内容（紛争の内容）を見ると、 

① 自己都合退職   17.2％（20.9％） 

② その他の労働条件 16.2％（14.3％） 

③ いじめ・嫌がらせ 13.8％（13.4％） 

に関するものが上位を占めている。（図表２）、（図表３）、（図表４） 

                       

図表２ 民事上の個別労働紛争の相談内容（紛争の内容）別の件数 
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「令和５年度の個別労働紛争解決制度の施行状況」 Ｐ２ 

 

※パーセントは相談内容（紛争の内容）の全体に占める割合。 
合計値は四捨五入による端数処理の関係で 100％にならないことがある。 

※１人の相談者から複数の紛争にまたがって相談を受けているので、個別労働紛争に係る

相談件数（1,652 件）と、紛争の内容の合計件数（1,930 件）は一致しない。 

誤  
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図表２ 民事上の個別労働紛争の相談内容（紛争の内容）別の件数 
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※パーセントは相談内容（紛争の内容）の全体に占める割合。 
合計値は四捨五入による端数処理の関係で 100％にならないことがある。 

※１人の相談者から複数の紛争にまたがって相談を受けているので、個別労働紛争に係る

相談件数（1,652 件）と、紛争の内容の合計件数（1,929 件）は一致しない。 
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図表３ 民事上の個別労働紛争の相談内容（紛争の内容）別の件数推移（５年間） 

 

図表４ 職場におけるパワーハラスメントの相談件数推移 

 

  

「令和５年度の個別労働紛争解決制度の施行状況」 Ｐ３ 

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

いじめ・嫌がらせ 605 468 404 216 267
その他の労働条件 382 394 392 230 312
自己都合退職等 331 248 195 337 332
解雇・雇止め 244 248 179 208 262
退職勧奨 214 191 156 177 215
労働条件引下げ 186 158 127 166 193
出向・配置転換 79 71 55 62 73
賠償 62 48 48 93 72
募集・採用 7 19 17 20 18
その他 352 266 227 105 186
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図表３ 民事上の個別労働紛争の相談内容（紛争の内容）別の件数推移（５年間） 

 

図表４ 職場におけるパワーハラスメントの相談件数推移 
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